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1. ま　え　が　き

近年，我が国では低炭素社会の実現を目指し，

自然エネルギーを用いた分散型電源の導入が積極

的に行われている。自然エネルギー発電設備は二

酸化炭素を排出せず，再生可能エネルギー源とし

て注目を集めている。しかし，気象条件により発

電出力が大きく変動することから，配電系統へ大

量連系された場合，配電電圧を適正範囲内で維持

することが困難である。また，既存の配電系統は

上流から下流への電力潮流を想定し構築されてお

り，配電系統末端の電圧が分散型電源の連系によ

り上昇することは考慮されていない。そのため，

分散型電源の大量連系は上位系統への逆潮流を引

き起こすなど様々な技術的課題を有している(1)。

本稿では，蓄電池設備・分散型電源連系イン

バータ・既存の電圧調整装置に加え，可制御負荷

を考慮した配電系統の最適運用計画法を提案する。

2. 配電系統モデル

第 1 図に本稿で想定する配電系統モデルを示

す。本図で番号を丸で囲んでいるノードは太陽光

発電システムが大量連系されているものと想定し

ている。太陽光発電は導入コストの低下や電力価

格高騰に対する懸念から今後ますます増加するも

のと予測される。第 1 表に配電系統モデルの諸定

数を示す。ここで系統容量及び公称電圧は，それ

ぞれ5MVA及び6.6kVである。

電気事業法において，低圧受電の場合は供給電

圧を202±20Vあるいは101±6Vの範囲内で維持す

ることが義務づけられている。本稿では100V供給

における101±6Vについて検討し，高圧側の配電

系統で維持すべき電圧の範囲を6380V（0.967pu）

～6600V（1.0pu）(2)としている。
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2.1 太陽光発電システム

本稿では需要家側に大量連系された太陽光発電

システムの連系インバータを用いた無効電力制御

を提案する。第 2 図に太陽光発電システムの構想

図を示す。連系インバータによる無効電力制御は

発電された有効電力出力とは独立に制御可能とし，

発電された有効電力出力の抑制は行わないものと

する。次項で説明する最適化手法により，電圧制

御指令値を決定し無効電力制御を達成する。

2.2 蓄電池設備

本稿では配電系統と上位側系統の連系点へ蓄電池

設備を導入し，系統連系点における有効電力潮流及

び無効電力潮流の平準化を図る。本システムは太陽

光発電システムと同様に最適化計算に基づいて決定

された制御指令値へ追従するような運用を想定する。

2.3 可制御負荷

蓄電池設備のみを用いた有効電力潮流制御では

蓄電池設備の容量が過大となるため(3)，本稿ではス

マートグリッド技術として近年注目を集めている可

制御負荷を用いた協調制御手法を提案する。可制御

負荷とは電気自動車や電気給湯器など通信技術を

用いて柔軟に制御することが可能な需要家側の消費

電力とされている。本稿で想定する可制御負荷は

系統全体の消費電力が大きいほど小さく，系統全

体の消費電力が小さいほど大きいものとした。

3. 制御指令値の決定手法

3.1 最適化問題の定式化

前項で記述したように，本研究では配電系統の

最適運用を目的として既存の電圧調整装置を用い

たタップ位置制御，太陽光発電システムの連系イ

ンバータを用いた無効電力制御，系統連系点に設

置された蓄電池設備による有効・無効電力制御，

及び需要家側の可制御負荷を想定した有効・無効

電力制御による協調制御を行う。そこで翌日の日

射量及び電力需要の予測値を用いて最適な制御指

令値スケジュールの作成を行う。最適化計算にお

ける目的関数及び制約条件を以下に示す。
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第 1図　配電系統システムモデル
本稿で想定する配電系統システムモデルを示す。番号に丸が付いてい
るノードは太陽光発電システムが連系されているものと想定している。
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第 1表　配電系統モデルにおける諸定数
本稿で用いる配電系統システムモデルの諸定数を明記している。
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第 2図　太陽光発電連系インバータ無効電力制御シ
ステム

本稿で想定する太陽光発電連系インバータ無効電力制御システムを示
す。最適化計算に基づき決定した制御スケジュールにより制御を行う。
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ここで，各変数は以下の通りである。

n：制御指令値の総切り替え回数

x：線路総数

PLi：線路iにおける配電損失

Vi：i番目におけるノードのノード電圧

Vmin，Vmax：ノード電圧における上下限値

Pf：系統連系点における有効電力潮流

Pfmin：系統連系点有効電力潮流バンド幅下限値

Pfmax：系統連系点有効電力潮流バンド幅上限値

Qf：系統連系点における無効電力潮流

Qfmin：系統連系点無効電力潮流バンド幅下限値

Qfmax：系統連系点無効電力潮流バンド幅上限値

PG，QG：太陽光発電システムの有効・無効電力

出力

SG：太陽光発電システムの連系インバータ容量

PB，QB：蓄電池設備による有効・無効電力出力

SB：蓄電池の連系インバータ容量

CB：蓄電池の残存エネルギー率

CBmin，CBmax：蓄電池エネルギー残存率の上下限値

CB24：24時における蓄電池のエネルギー残存率

CB24min，CB24max：24時における蓄電池エネルギー

残存率上下限値

TK：各変圧器のタップ位置

Tmin，Tmax：タップ位置の上下限値

PCL：可制御負荷有効消費電力

PCLmin：可制御負荷有効消費電力の下限値

PCLmax：可制御負荷有効消費電力の上限値

QCL：可制御負荷無効消費電力

QCLmin：可制御負荷無効消費電力の下限値

QCLmax：可制御負荷無効消費電力の上限値

PCLup：可制御負荷による有効消費電力増加分

PCLdown：可制御負荷による有効消費電力減少分

ΔWL，ΔWU：可制御負荷増加分・減少分の制限値

系統連系点における有効電力・無効電力に関し

て大幅な変動を抑制し，かつ配電系統全体の制御

への柔軟性を付与するために連系点潮流に対して

バンド幅を設定する。本研究では有効電力潮流の

バンド幅を平均負荷電力から±0.1pu（500kW）一

定とし，無効電力潮流のバンド幅を系統連系点の

力率が0.8～1.0の範囲で維持されるバンド幅として

いる。前述のように，電力潮流制御は蓄電池設備

と電気自動車や全電化住宅を想定した可制御負荷

を用い，系統連系点の有効電力潮流及び無効電力

潮流をあらかじめ設定したバンド幅内で変動を抑

制する。

制御指令値スケジュールは，1時間ごとにおける

24時間に対して作成されており，全ての制約条件を

満たした上で目的関数を最小化し，系統全体におけ

る配電損失の抑制を図る。制約条件としては配電

系統における電圧制約，系統連系点における潮流変

動の抑制を目的とした有効電力潮流及び無効電力

潮流のバンド幅制約，太陽光発電システムの連系イ

ンバータ容量制約，蓄電池設備におけるインバー

タ容量制約，蓄電池設備の急速な劣化の抑制を目

的とした蓄電池エネルギー残存率制約（CBmin＝

20％，CBmax＝80％），翌日の運用を考慮した24時に

おける蓄電池エネルギー残存率制約（CB24min＝40％，

CB24max＝60％），変圧器におけるタップ切り替え上

下限制約，可制御負荷における有効消費電力の上

下限値制約及び無効消費電力の上下限値制約，そ

して有効消費電力の24時間全体の変動分に関する

上下限値制約がそれぞれ設けられている。

3.2 粒子群最適化

粒子群最適化（PSO：Particle Swarm Optimiza-

tion）は鳥や昆虫，魚の群れが食糧を探索する際に，

一匹が良好な経路を発見すると群れの残りはどこ

にいてもそれに倣うことができるという概念を用

いた最適化手法である。多次元空間において位置と

速度を持つ粒子群でモデル化され，探索アルゴリズ

ムは群れのメンバーと良い位置情報について交換

を行い，自身の位置と速度の調整を繰り返し行う。

WΔ WΔ L UP ＋ CL
up24

0
P CLdown
24

0

QCL Q CL
min QCLmax

PCL P CLmin PCLmax

maxTk TminT

Qf Q f
min Qf max

Pf P fmin Pf max

SG＋ PG2 QG2

CB CBmin CBmax

24CB CBmin
24CB24
max
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位置と速度の更新は以下の式により行われる。

………¡3

……………………¡4

ここで，各変数は以下の通りである。

Vk＋1（i）：粒子iの探索回数k回目における速度

rand1，rand2：0～1の範囲で与えられる一様乱数

Sk＋1（i）：粒子iの探索k回目の探索点

w：慣性重み

c1：自己の最良位置への探索に対する重み付け

c2：グループの最良位置への探索に対する重み

付け

pbest：自己の中で得られた最良解

gbest：グループの中で得られた最良解

4. シミュレーション結果

提案手法の有効性を示すため，第 1 図の配電系

統モデルで電力潮流計算によるシミュレーション

を行った。本シミュレーションでは第 3 図に示す

太陽光発電出力の1時間平均値を翌日の予測値とし

て最適な制御指令値スケジュールの作成を行う。

提案手法適用時におけるシミュレーション結果を

第 4 図～第10図に示す。各図は可制御負荷，蓄電

池設備，太陽光発電連系インバータ及び既存の電

圧調整装置による協調制御における各ノードにお

ける配電電圧，系統連系点有効電力潮流，系統連

系点無効電力潮流，蓄電池設備による有効・無効

V ik＋1k＋1 （ ） ＋ Sk i（ ） ＝ S i（ ） 

V wik V c rand

pbest

k＋1 1 1＝ ＋ 

－ 

･ ･ ･ （ ） i（ 

（ 

） 

＋ Sk i（ ） i（ ） 

c rand gbest2 2 － ･ ･ （ Sk i（ ） ） 
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第 3図　太陽光発電出力
本稿のシミュレーションで想定した翌日の太陽光発電出力を示す。
本図より一時間平均値を作成し，予測太陽光発電出力として制御指
令値のスケジューリングに用いている。
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第 4図　各ノードにおける配電電圧
提案手法（可制御負荷・蓄電池設備・太陽光発電連系インバータ及
び既存の電圧調整装置による協調制御時）適用時における配電電圧
シミュレーション結果を示す。電圧制約が満足されている。
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第 5図　系統連系点有効電力潮流
系統連系点の有効電力潮流シミュレーション結果を示す。蓄電池設
備及び可制御負荷の協調制御により制約が維持されている。

Qf 
（pu） 

無
効
電
力
潮
流 

時間（h） 
0 5 10 15 20

0.8
0.6
0.4
0.2
0

－0.2
－0.4

第 6図　系統連系点無効電力潮流
系統連系点の無効電力潮流シミュレーション結果を示す。有効電力
潮流と同様に制約が満足されている。
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第 7図　蓄電池設備による有効・無効電力出力
蓄電池設備の有効電力出力及び無効電力出力を示す。昼間における
逆潮流発生時に充電し，太陽光発電出力が得られない時刻に放電し
ていることが確認できる。



電力出力，可制御負荷による有効・無効電力制御，

太陽光発電連系インバータによる無効電力出力，

既存の電圧調整装置のタップ位置を示している。

これにより，各ノード電圧の変動は既存の電圧調

整装置によるタップ位置制御と各制御装置による

協調的な無効電力制御により制約条件を満足して

いることが確認できる。系統連系点電力潮流変動

は蓄電池設備の有効・無効電力制御により平準化

が達成されている。また，可制御負荷を用いるこ

とにより需要家側において有効・無効電力制御が

可能となるため，蓄電池設備容量及び連系イン

バータ容量の低減へ貢献している。

5. む　　す　　び

本稿では，自然エネルギー発電設備が大量連系

された配電系統システムの最適運用手法を提案し

た。提案手法を用いることで，配電電圧適正値維

持及び系統連系点電力潮流の平準化，さらに可制

御負荷を用いることで同時に蓄電池設備容量の低

減を達成した。
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第10図　既存の電圧調整装置のタップ位置
変電所LRT及びSVRのタップ位置を示す。昼間における電圧上昇を
抑制し，そのほかの時刻で昇圧していることが確認できる。
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第 8図　可制御負荷による有効・無効電力制御
可制御負荷の制御可能容量及び有効・無効電力制御量を示す。可制
御負荷を蓄電池設備の充放電と協調して運用されている。
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第 9図　太陽光発電連系インバータによる無効電力
出力

太陽光発電連系インバータの制御可能容量及び有効・無効電力制御
量を示す。太陽光発電出力のない時刻において電圧を上昇させるよ
うな無効電力補償が確認できる。
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